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No.517
人　口	20,600 人 [747] (±  0 [+  7])
　男	 10,348 人 [316] (+  7 [+  3])
　女	 10,252 人 [431] (－  7 [+  4])
世帯数	 8,989 戸 [350] (+  1 [+14])

まちの動き 10 月 1日現在（前月比）
※内、[　] は外国人数
※平成 24 年 7 月 9 日

から人口・世帯数は
外国人住民を含んだ数



自主財源（町が自主的に収入する
財

源
）依

存
財

源（
国や県から交付される財源）

町税
49億6390万円
58.4%

譲与税・
 交付金等
6億1273万円
7.2%

県支出金
6億2745万円
7.4%

町債
2億9200万円
3.4%

歳入
85億

166万円

国庫支出金
10億4683万
12.3%

その他
9億5874万円
11.3%

歳出
81億

1378万円

民生費
29億3532万円
36.2%

教育費
12億5978万円
15.5%

総務費
9億8094万円
12.1%

土木費
8億5617万円
10.6%

衛生費
5億3604万円
6.6%

公債費
5億2986万円
6.5%

その他
5億6313万円
7.0%

消防費
2億9391万円
3.6%

議会費
8258万円
1.0%

農林水産業費
7605万円
0.9%

令
和
元
年
度
一
般
会
計
の
歳
入
総
額
は
85
億
1
6
6
万
円
で
、歳
出
総
額
は
81
億
1
3
7
8
万
円
で
し
た
。

そ
れ
ぞ
れ
の
内
訳
と
状
況
は
、次
の
と
お
り
で
す
。

歳
入
歳
出
差
引
額
3
億
8
7
8
8
万
円
の
う
ち
令
和
元
年
度
事
業
で
翌
年
度
に
繰
り
越
す
財
源
5
0
2
2
万
円
を

差
し
引
い
た
3
億
3
7
6
6
万
円
は
、前
年
度
繰
越
金
と
し
て
令
和
2
年
度
の
歳
入
と
な
り
ま
す
。

　歳入の主なものは自主財源である町税で、歳入全体の58.4%を占
めています。町税全体では、前年比1.0%増となる4,845万円の増額
となっています。町税の主な内訳は、固定資産税が25億1,480万円、
個人町民税が13億4,533万円、法人町民税が7億7,418万円でした。
　依存財源として、国庫支出金では、前年比12 . 8%増となる1億
1,851万円の増額になりました。これは、幼児教育無償化に伴う保育
給付費等負担金の増額、町道30号線事業・押原公園園路改修工事
に伴う社会資本整備総合交付金の増額等が主な要因です。なお、
幼児教育無償化を主な理由として、国県支出金、地方特例交付金は
それぞれ増額した一方、保育所等利用者負担金が減少したため、
分担金及び負担金は減額となりました。
　また、繰入金は基金繰入金が減少し前年比54.8%減となる3億
5,665万円の減額、諸収入についても過年度収入の減少等により前
年比64.9%減となる1億1,568万円の減額となりました。町債につい
ては、学校給食センター増改築に伴う教育施設整備事業債の借入
等により前年比70.0%増となる1億2,020万円の増額となりました。
　以上の結果、令和元年度の歳入は、前年比1億8,540万円（2.1%）
の減額となる85億166万円でした。

　「基金」とは、町が将来に備えたり特
定の目的のために資金を積み立て、また
は定額の資金を運用するために設けられ
る資金で、町の積立預金のことをいいま
す。
　「町債」とは、町が公園や道路、学校
などの大きな事業を行うために借り入れ
るお金（借金）のことです。これに対し、
歳出の公債費とは、この町債を返済する
ためのお金です。町債を財源とした施設
は、長期にわたって利用されることから、
町債も将来にわたって返済していきます。
これは現在利用する方と将来利用する方
が公平に負担し合うということです。
　令和元年度末の基金は、前年比3億
3 , 279万円（7.1％）の増額となる50億
3,436万円。町債現在高は、前年比1億
8 ,721万円（4. 2％）の減額となる42億
7,818万円でした。

　令和元年度の歳出は、前年比 2 億 553 万円（2.5％）の減額とな
る 81 億 1,378 万円でした。
　主な歳出について、民生費、衛生費、労働費、商工費、消防費、
教育費及び公債費は前年より増額、議会費、総務費、農林水産業
費、土木費は前年より減額となっています。
　主な変動要因として、教育費において、学校給食センターの増改
築により前年比 1 億 6,603 万円の増額。民生費において、幼児教
育無償化に伴うシステム改修・保育所等給付費の増により1 億 3,630
万円の増額。さらに衛生費では清掃費負担金増等により 3,491 万
円、商工費ではプレミアム付き商品券事業により1,644 万円それぞ
れ増額となりました。また、総務費においては公有財産取得のあっ
た前年に比べて 1 億 660 万円減額、土木費においては、町道 30
号線新設改良・押原公園園路改修等の大型事業があったものの前
年比では 5,912 万円の減額となりました。歳出については、扶助費
の増加に伴い普通建設事業費が減少する傾向がみられます。

※千円未満切り捨て
※人口は、令和2年3月31日現在
　人口（20,452人で計算）

　
昭
和
町
の
令
和
元
年
度
決
算
が
、今
年
9
月
に
開
か
れ
た
定
例
町
議
会
で
承
認

さ
れ
ま
し
た
。町
が
行
っ
て
い
る
様
々
な
事
業
は
、み
な
さ
ん
に
納
め
て
い
た
だ

い
て
い
る
税
金
や
、国
・
県
か
ら
の
補
助
金
な
ど
で
ま
か
な
わ
れ
て
い
ま
す
。

　
決
算
と
は
、年
度
始
ま
り
の
4
月
か
ら
翌
年
3
月
の
間
に
い
く
ら
収
入
や
支
出

が
あ
っ
た
か
を
ま
と
め
た「
町
の
家
計
簿
」で
す
。

令
和
元
年
度

一
般
会
計
決
算

譲
与
税
･
交
付
金　

地
方
譲
与
税
・
地
方
消

費
税
交
付
金
・
自
動
車

取
得
税
交
付
金（
環
境
性

能
割
交
付
金
）・
地
方
特

例
交
付
金
な
ど

町
債　道

路
改
良
事
業
・
生
活

環
境
整
備
事
業
・
教
育

施
設
整
備
事
業
等
の
借

入
金

そ
の
他
歳
入　

保
育
所
等
利
用
者
負
担

金
・
放
課
後
児
童
ク
ラ

ブ
利
用
者
負
担
金
・
学

校
給
食
費
保
護
者
負
担

金
・
町
営
住
宅
家
賃
収

入
・
基
金
繰
入
金
・
前

年
度
繰
越
金
な
ど

民
生
費　

各
福
祉
事
業
等
に
係
る

経
費
な
ど 

土
木
費　

道
路
・
河
川
整
備
費
、都

市
計
画
事
業
費
な
ど

総
務
費　

庁
舎
維
持
修
繕
費
、各
地

区
補
助
金
な
ど

教
育
費　

小
中
学
校
費
、社
会
教
育

費
な
ど

公
債
費　

町
の
借
入
金
の
返
済
金

衛
生
費　

健
康
増
進
費
、清
掃
・
環

境
保
全
費
な
ど

消
防
費　

消
防
団
費
、災
害
対
策
費

な
ど

農
林
水
産
業
費　

農
業
振
興
費
、土
地
改
良

事
業
費
な
ど

そ
の
他　

議
会
費
、労
働
費
、商
工

費
、基
金
積
立
金
な
ど

※端数処理の関係上、合計数値と一致しない場合があります。

基金
24万6000円

町債
20万9000円

町民一人当たり基金・町債高

用
語
解
説

基金現在高 50億3436万円

町債現在高 42億7818万円

ど
う
な
っ
て
る

ま
ち

家
計
簿

の

※端数処理の関係上、合計数値と一致しない場合があります。

歳　入歳　出基金・町債
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健
全
化
判
断
比
率（
①
～
④
）

の
う
ち
1
つ
で
も
早
期
健
全
化

基
準
を
超
え
る
と
、早
期
健
全

化
団
体
と
し
て
自
主
的
に
財
政

の
健
全
化
を
図
る
た
め
、次
の

こ
と
を
行
い
ま
す
。

１
財
政
健
全
化
計
画
を
策
定

し
、議
会
の
議
決
を
経
て
速

や
か
に
公
表

２
議
会
で
承
認
さ
れ
た
財
政
健

全
化
計
画
を
県
知
事
に
報
告

３
財
政
健
全
化
計
画
の
実
施
状

況
を
議
会
に
報
告
、公
表
、県

知
事
に
報
告

４
外
部
監
査
契
約
に
よ
る
監
査

　

早
期
健
全
化
が
著
し
く
困
難

で
あ
る
と
判
断
さ
れ
た
と
き

は
、県
知
事
か
ら
必
要
な
勧
告

が
行
わ
れ
ま
す
。

　

財
政
再
生
計
画
が
実
際
の
財

政
運
営
に
適
合
し
な
い
と
判
断

さ
れ
た
と
き
は
、総
務
大
臣
か

ら
予
算
の
変
更
等
、必
要
な
措

置
の
勧
告
が
行
わ
れ
ま
す
。

　

　

資
金
不
足
比
率
が
経
営
健
全

化
基
準
を
超
え
る
と
、経
営
健

全
化
を
図
る
た
め
、次
の
こ
と

を
行
い
ま
す
。

１
経
営
健
全
化
計
画
を
策
定

し
、議
会
の
議
決
を
経
て
速

や
か
に
公
表

２	

議
会
で
承
認
さ
れ
た
経
営
健

全
化
計
画
を
県
知
事
に
報
告

３	

経
営
健
全
化
計
画
の
実
施
状

況
を
議
会
に
報
告
、公
表
、県

知
事
に
報
告

４	

外
部
監
査
契
約
に
よ
る
監
査

　

経
営
健
全
化
が
著
し
く
困
難

で
あ
る
と
判
断
さ
れ
た
と
き

は
、県
知
事
か
ら
必
要
な
勧
告

が
行
わ
れ
ま
す
。

　

健
全
化
判
断
比
率（
①
～
④
）

の
う
ち
、④
将
来
負
担
比
率
を

除
い
た
３
つ
の
比
率
の
う
ち
1

つ
で
も
財
政
再
生
基
準
を
超
え

る
と
、財
政
再
生
団
体
と
し
て

国
の
関
与
を
う
け
な
が
ら
財
政

の
再
生
を
図
る
た
め
、次
の
こ

と
を
行
い
ま
す
。

１
財
政
再
生
計
画
を
策
定
し
、

議
会
の
議
決
を
経
て
速
や
か

に
公
表

２	

議
会
で
承
認
さ
れ
た
財
政
再

生
計
画
を
総
務
大
臣
に
協
議

し
、同
意
を
求
め
る
こ
と
が

で
き
る

→
同
意
が
な
い
場
合
に
は
、

災
害
復
旧
事
業
債
な
ど

を
除
き
、地
方
債
の
起
債

が
不
可
能
と
な
る

３	

財
政
再
生
計
画
の
実
施
状
況

を
議
会
に
報
告
、
公
表

４	

外
部
監
査
契
約
に
よ
る
監
査

実
質
赤
字
比
率　

一
般
会
計
等（
一
般
会
計
及
び

渇
水
対
策
事
業
特
別
会
計
）を
対
象
と
し
た
実

質
赤
字
の
標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
比
率

	

　

一
般
会
計
等
の
赤
字
の
程
度
を
指
標
化
し
、

財
政
運
営
の
深
刻
度
を
示
す
も
の
で
す
。

連
結
実
質
赤
字
比
率　

す
べ
て
の
会
計
を
対
象
と

し
た
実
質
赤
字（
又
は
資
金
の
不
足
額
）の
標
準

財
政
規
模
に
対
す
る
比
率

	

　

す
べ
て
の
会
計
の
赤
字
や
黒
字
を
合
算
し
、町

全
体
と
し
て
の
赤
字
の
程
度
を
指
標
化
し
、全
体

の
財
政
運
営
の
深
刻
度
を
示
す
も
の
で
す
。

実
質
公
債
費
比
率　

一
般
会
計
等
が
負
担
す
る
元

利
償
還
金
及
び
準
元
利
償
還
金
の
標
準
財
政
規

模
に
対
す
る
比
率（
3
か
年
平
均
）

	

　

借
入
金
の
返
済
額
及
び
こ
れ
に
準
じ
る
額
の

大
き
さ
を
指
標
化
し
、資
金
繰
り
の
危
険
度
を

示
す
も
の
で
す
。

将
来
負
担
比
率　

一
般
会
計
等
が
将
来
負
担
す
べ

き
実
質
的
な
負
債
の
標
準
財
政
規
模
に
対
す
る

比
率

	

　

一
般
会
計
等
の
借
入
金
や
将
来
支
払
っ
て
い

く
可
能
性
の
あ
る
負
担
な
ど
の
現
時
点
で
の
残

高
の
程
度
を
指
標
化
し
、将
来
財
政
を
圧
迫
す
る

可
能
性
が
高
い
か
ど
う
か
を
示
す
も
の
で
す
。

資
金
不
足
比
率　

公
営
企
業
会
計（
下
水
道
事
業

特
別
会
計
）の
資
金
不
足
を
、料
金
収
入
等
と
比

較
し
て
指
標
化
し
、経
営
状
況
の
深
刻
度
を
示

す
も
の
で
す
。

標
準
財
政
規
模　

自
治
体
が
、標
準
的
な
状
態
の

と
き
、通
常
収
入
さ
れ
る
で
あ
ろ
う
経
常
的
一

般
財
源
の
規
模
の
こ
と
で
す
。

※
標
準
税
収
入
額
等（
町
税
や
地
方
譲
与
税
な

ど
）＋
普
通
交
付
税
＋
臨
時
財
政
対
策
債
発

行
可
能
額

　

財
政
基
盤
の
強
弱
を
示
す
指
数
で
、

標
準
的
な
行
政
需
要
に
必
要
な
財
源
を

ど
れ
く
ら
い
自
力
で
調
達
で
き
る
か
を

表
し
て
い
ま
す
。こ
の
値
が
大
き
い
ほ

ど
財
政
力
に
余
裕
が
あ
り
、「
１
」を
超

え
た
団
体
は
、自
立
し
て
自
主
的
に
財

政
運
営
が
で
き
る
こ
と
に
な
り
ま
す
の

で
、地
方
交
付
税
が
交
付
さ
れ
な
い
、い

わ
ゆ
る「
不
交
付
団
体
」と
な
り
ま
す
。

　

財
政
の
弾
力
性
を
測
定
す
る
最
も
一

般
的
な
指
標
で
あ
り
、経
常
的
な
一
般

財
源（
町
税
な
ど
の
よ
う
に
使
途
が
特

定
さ
れ
て
い
な
い
財
源
）が
、経
常
的
に

支
出
す
る
経
費（
人
件
費
、扶
助
費
、公

債
費
等
）に
ど
れ
く
ら
い
充
当
さ
れ
て

い
る
か
を
示
す
比
率
で
す
。こ
の
比
率

が
高
く
な
る
ほ
ど
財
政
運
営
が
厳
し
く

な
り
ま
す
。令
和
元
年
度
は
、前
年
度
よ

り
0
・
4
ポ
イ
ン
ト
高
く
な
り
ま
し
た
。

　

公
債
費（
町
債
の
返
済
金
）に
よ
る
財
政
負

担
の
程
度
を
示
す
比
率
で
す
。実
質
的
な
公
債

費
に
費
や
し
た
一
般
財
源
の
額
が
、標
準
財
政

規
模（
標
準
的
な
行
政
活
動
を
行
う
の
に
必

要
な
額
）に
占
め
る
割
合
を
い
い
ま
す
。公
営

企
業
等（
下
水
道
事
業
な
ど
）へ
繰
り
出
し
て

い
る
起
債
の
償
還
分
も
含
ま
れ
、実
質
的
な
公

債
費
を
網
羅
し
て
算
定
し
た
指
数
で
す
。18
％

を
超
え
る
と
地
方
債
の
発
行
に
許
可
を
要
し
、

25
％
を
超
え
る
と
起
債
の
制
限
を
受
け
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。

経
常
収
支
比
率

実
質
公
債
費
比
率

　

財
政
健
全
化
法
に
基
づ
き
令
和
元
年
度
決
算
の
財
政
健
全
化
判
断
比

率
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

昭
和
町
の
令
和
元
年
度
決
算
に
つ
い
て
は
、早
期
健
全
化
基
準
及
び

経
営
健
全
化
基
準
を
下
回
る
比
率
の
た
め
、健
全
で
あ
る
と
い
え
ま
す
。

　

自
治
体
の
財
政
状
況
を
分
析
す
る
た
め
様
々
な
分
析
指
数
が
あ
り
、総
称
し
て「
財
政
指
標
」と
呼
ん
で
い
ま
す
。昭
和
町

の
財
政
状
況
が
健
全
か
ど
う
か
、財
政
に
弾
力
性
が
あ
る
か
ど
う
か
、借
金
の
占
め
る
割
合
が
高
い
か
低
い
か
な
ど
を
判
断

す
る
３
つ
の
指
標
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

 

◎
詳
し
い
資
料
等
を
閲
覧
で
き
ま
す　

 

問
い
合
わ
せ　
企
画
財
政
課　
財
政
係（
☎
2
7
5 - 
８
１
５
４
）

↓財政健全

↑財政厳しい

75
％

80

85

90

経常収支比率経常収支比率

79.5% 80.2%

84.4%

81.9%

82.3%

↓制限なし
地方債発行に

↑許可を要する
↑制限あり

令和元
7
％

27 28 29 30

9

8

10

11

18

地方債発行に25

会計
年度

令和元27 28 29 30
会計
年度

実質公債費比率実質公債費比率

9.1%

7.5% 7.3%

9.8%

7.9%

1.134
1.174

1.252 1.254 1.226

27 28 29 30 令和元

0.90
会計
年度

財政力指数

↓交付団体
地方交付税 ↑不交付団体

75

80

85

90

7

8

9

10

11

1.00

1.05

1.10

1.15

1.20

1.25

1.30

1.00

1.05

1.10

1.15

1.20

1.25

1.30

指 標 名
昭和町 比率 参考比率

令和元年度 平成30年度 早期健全化基準 財政再生基準

① 	実 質 赤 字 比 率 － － 14.7 20.0

② 	連 結 実 質 赤 字 比 率 － － 19.7 30.0

③ 	実 質 公 債 費 比 率 7.9 7.3 25.0 35.0

④ 	将 来 負 担 比 率 － － 350.0 －

会 計 名
昭和町 比率 参考比率

令和元年度 平成30年度 経営健全化基準

下水道事業特別会計 － － 20.0

※赤字額がないため、①実質赤字比率と②連結実質赤字比率は「－」と表示しています。
※将来負担比率については、財政再生基準が設定されていないため「－」と表示しています。

※資金不足額がないため、⑤資金不足比率は「－」と表示しています。

（単位：％）

（単位：％）

健全化判断比率

資金不足比率

財
政
力
指
数

用
語
解
説

まちの財政指標財政健全化判断比率 と 資金不足比率

早
期
健
全
化
基
準
を

  

超
え
る
と
…

財
政
再
生
基
準
を

            

超
え
る
と
…

経
営
健
全
化
基
準
を

超
え
る
と
…
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【問い合わせ】　町民窓口課　町民係（☎275‐８264）

令和３年２月１日から
マイナンバーカードで
住民票等のコンビニ交付を
開始します！

令和３年７月末（予定）に
自動交付機が廃止になります

　昭和町に住民票がある方は、マイナンバーカード（個人番号カード）とカード取得時に設定し
た利用者証明用電子証明書の４桁の暗証番号を使い、全国のコンビニエンスストアにあるキオ
スク端末（マルチコピー機）で、住民票の写しや印鑑登録証明書などが取得できるようになります。
　マイナンバーカード（個人番号カード）をまだお持ちでない方は、今のうちに、ぜひカードの
交付申請をご検討ください。

　現在、役場正面玄関の中扉内にて稼働している自動交付機は、マイナンバーカード（個人
番号カード）のコンビニ交付の導入にあたり、令和３年７月末（予定）をもって廃止となります。 
町民カード（印鑑登録証）は、窓口で印鑑登録証明書を発行する際に必ず必要になります
ので、引き続き大切に保管していただきますようお願いいたします。
　なお、役場内にもキオスク端末（マルチコピー機）を設置予定［利用時間 午前９:00 ～ 
午後 5:15］ですので、マイナンバーカード（個人番号カード）をお持ちの方は、窓口で手続
きの必要なく住民票の写しや印鑑登録証明書などが取得できます。
　まだマイナンバーカード（個人番号カード）を作られていない方は、ぜひこの機会にカード
の交付申請の手続きをお願いいたします。

〈マイナンバーカード（個人番号
カード）の交付申請について〉
　マイナンバー（個人番号）をお知らせする
ために平成 27 年に送 付された通 知カード
に、マイナンバーカード（個人番号カード）
の交付申請書（太枠内）が付いています。
　この個人番号カード交付申請書（太枠内）
をお持ちの方は、以下のいずれかの方法で
お手続きができます。

①スマートフォンで申請
　あらかじめスマートフォンで顔写真を撮影
し、交付申請書の太枠内のＱＲコードを読
み取って専用のサイトからマイナンバーカード（個人番号カード）のオンライン交付申請をして
ください。（※改姓や転居等で通知カードの記載事項に変更がある場合でも使用できます）
②パソコンで申請
　あらかじめ顔写真をパソコンに保存し、検索サイトから「マイナンバーカード総合サイト」
検索 ☜をして、サイトにアクセスしていただき、案内にしたがって申請してください。
③郵送で申請
　交付申請書の太枠部分を切り取り、必要事項を記入のうえ６カ月以内に撮影した顔写真を
貼り付けて、同封されていた返信用封筒に入れて郵送してください。
④証明写真機で申請
　タッチパネルから「個人番号カード申請」を選択し、撮影用の料金を投入して交付申請書
の太枠内のＱＲコードをバーコードリーダーにかざします。画面の案内にしたがって必要事項
を入力した後、顔写真を撮影して送信すると申請完了です。
　※証明写真機での撮影は、有料になります。町内商業施設等に数箇所設置されています
　　ので、ご利用ください。

　なお、交付申請書が無い方は窓口にて再発行できますので、お手数ですが身分証（運
転免許証など）をお持ちの上、役場 町民窓口課にご来庁ください。

〈利用場所〉
　全国のコンビニエンスストア等（セブン - イレブン、ファミリーマート、
ローソンなど）にあるキオスク端末（マルチコピー機）にて
ご利用いただけます。
※キオスク端末（マルチコピー機）の設置が無い店舗ではご利用できません。

〈利用時間〉
　午前６時３０分～午後１１時
　（年末年始［12/29 ～ 1/3］と定期保守点検などの休止日を除く）

〈コンビニ交付の特徴〉
●午前６時３０分から午後１１時まで、役場閉庁後でも取得できます。
●全国どこでも最寄りのコンビニ等で取得できます。
●周りの人の目に触れずに証明書を取得でき、機械の音声やアラームで取り忘れ防止を案内します。
●証明書には、偽造や改ざんを防止する高度な技術が施されています。

〈交付できる証明書〉
●住民票の写し
●印鑑登録証明書
●戸籍の証明書
　［戸籍謄

とう
本・戸籍 抄

しょう
本］

●戸籍の附票の写し
　※戸籍の証明書と附票の写しは、本籍が昭和町の方のみ。
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　　役場の組織が変わります　　

　11 月 1 日付けの機構改革に伴い、役場の組織が変更になります。
子育て支援課を新たに設置し、児童家庭係、児童館統括係を設け、子育て世代を支援します。また、いき
いき健康課介護保険係を福祉介護課へ移し、高齢者福祉の充実を図ります。なお、いきいき健康課は健康
増進係のみとなり、町民の健康増進に取り組みます。
　今後も職員一丸となり、新たな行政課題への対応と町民福祉の向上に努めて参りますので、町民の皆様
のご理解とご協力を願いいたします。

■ 子育て支援課　（☎２６７- ５２５５）
　 児童家庭係・児童館統括係　…　総合会館 1 階（福祉課の隣に新設）

■ 福祉介護課　（☎２７５- ８７８４）
　 長寿社会係・障害福祉係・介護保険係　…　総合会館 1 階（現在の場所と変わらず）

■ いきいき健康課　（☎２７５- ８７８５）
　 健康増進係　…　総合会館 1 階（現在の場所と変わらず）

■ ファミリーサポート　（☎２７５- ８１１５）
　 総合会館 2 階（会議室へ移動）

問い合わせ　総務課　☎２７５- ８１５３　

　

秋
の
火
災
予
防
運
動
が
、11
月
9
日（
月
）か
ら
15
日（
日
）ま
で
全
国
一
斉
に
実
施
さ
れ

ま
す
。こ
の
時
季
は
、空
気
が
乾
燥
し
火
災
が
発
生
し
や
す
い
季
節
で
す
。火
や
暖
房
器
具

の
取
り
扱
い
に
は
十
分
注
意
し
ま
し
ょ
う
。

　

ま
た
、期
間
中
、町
防
災
行
政
無
線
に
よ
り
、午
後
９
時
か
ら
30
秒
間
サ
イ
レ
ン
を
鳴
ら

し
ま
す
。皆
さ
ま
の
ご
理
解
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

【
サ
イ
レ
ン
吹す

い
め
い鳴

】

　
11
月
9
日（
月
）〜
15
日（
日
）　
午
後
9
時
か
ら
30
秒
間

　

住
宅
用
火
災
警
報
器
は
、火
災
発
生
を
早
期
に
知
ら
せ
、逃
げ
遅
れ
防
止
な
ど
に
絶
大
な
効
果
が
あ

り
ま
す
。

　
火
災
予
防
条
例
に
よ
り
、住
宅
へ
の
設
置
が
義
務
化
さ
れ
て
い
ま
す
。ま
だ
設
置
し
て
い
な
い
ご
家
庭

は
、早
め
の
設
置
を
お
願
い
し
ま
す
。な
お
、警
報
器
の
電
池
寿
命
は
10
年
で
す
。設
置
か
ら
10
年
を
経
過

し
た
警
報
器
は
、新
し
い
も
の
と
交
換
し
ま
し
ょ
う
。

問
い
合
わ
せ　
　
　
企
画
財
政
課　
行
政
係 	

（
☎
2
7
5
‐
8
１
５
４
）

　
　
　
　
　
　
　
　
甲
府
地
区
消
防
本
部	

（
☎
2
２
２
‐
1
2
8
4
）

住
宅
用
火
災
警
報
器
を
設
置
し
ま
し
ょ
う

秋
の
火
災
予
防
運
動

11
月
9
日（
月
）〜
15
日（
日
）

 

そ
の
火
事
を　
防
ぐ
あ
な
た
に　
金
メ
ダ
ル

“
大
人
へ
の
旅
立
ち
”を
演
出
し
て
み
ま
せ
ん
か
？

令
和
3
年「
成
人
式
の
実
行
委
員
」募
集
! !

妊婦さんと６カ月の赤ちゃんから高校３年生までのお子さんの
インフルエンザ予防接種費用を助成します

　

来
年
の
１
月
10
日（
日
）に
開
催
さ
れ
る
成
人
式
の
実
行
委
員
を
募
集
し
ま
す
。20
歳
の
記

念
に
自
分
た
ち
の
企
画
で
成
人
式
を
つ
く
り
あ
げ
て
い
き
ま
せ
ん
か
。

　

新
成
人
の
皆
さ
ま
の
ご
応
募
を
お
待
ち
し
て
い
ま
す
。

資　
　
格　
　
① 

令
和
3
年
の
新
成
人
の
方

　
　
　
　
　
　
　
（
平
成
12
年
４
月
２
日
～
平
成
13
年
４
月
１
日
ま
で
に
生
ま
れ
た
方
）

　
　
　
　
　
　
② 

文
集
、ア
ト
ラ
ク
シ
ョ
ン
の
内
容
な
ど
ア
イ
デ
ア
が
あ
る
方
、や
る
気
が
あ
る
方

　
　
　
　
　
（
お
友
達
同
士
で
も
結
構
で
す
）

　
　
　
　
　
　
③ 

当
日
ま
で
数
回
集
ま
っ
て
い
た
だ
け
る
方

募
集
人
数　
　
５
名
～
10
名
程
度

募
集
締
切　
　
令
和
２
年
11
月
13
日（
金
）

申
し
込
み　
町
教
育
委
員
会　
生
涯
学
習
課 

　
　
　
　
　
　
　
　
（
☎
２
７
５
‐
８
６
４
１
）

　今年度は、新型コロナウイルス感染症とインフルエンザの同時流行が心配されています。
　町では、現在のコロナ禍において、ワクチンを受けやすい環境を作り、不安の軽減を図るとともに、季節
性インフルエンザの重症化や学校及び地域の流行を予防するため、今期インフルエンザへの感染の不安が大
きい妊婦と児童等のインフルエンザワクチンの接種費用を助成することとしました。

  対　　象　昭和町に住民票がある方で次のいずれかに該当する者　※対象の方には通知を郵送しています。

　　　　　　① 接種日において母子手帳を有する妊婦さん
　　　　　　② 接種日において、生後 6 カ月から 18 歳（高校 3 年生の学年）のお子さん
  助成回数　13 歳未満は 2 回　13 歳以上は 1 回

  助成金額　1 回 ２, ５００円

  接種期間　令和 2 年 10 月１日から令和 3 年 1 月 31 日まで

  助成方法　①委任状兼助成券を契約医療機関に持参し、助成額（２, ５００円）の差額を自己負担

　　　　　　② 10 月１日以降、助成券が届く前に接種した方、契約医療機関以外で接種した方は、償還払

　　　　　　　いの手続きに必要書類を持参し、いきいき健康課までお越しください。

今年度、高齢者インフルエンザ予防接種は、4,000 円上限の助成（町 2,000 円・県 2,000 円）があり、
ほぼ無料で受けることができます。（※接種費用が、4,000 円を上まわる場合は、自己負担が発生します。）

問い合わせ　　いきいき健康課　健康増進係　☎２７５－８７８５

今年度限定
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昭
和
町
で
は
、子
ど
も
た
ち
の
学
習
支
援
・
居
場
所
づ
く
り
と
し
て
、土
曜
学
習
塾「
ほ

た
る
學
舎
」を
10
月
よ
り
開
催
し
て
い
ま
す
。町
内
の
小
学
生
で
あ
れ
ば
誰
で
も
参
加
す
る

こ
と
が
で
き
、コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
学
習
習
慣
づ
く
り
や
基
礎
学
力
の
定
着
を
図
り
た
い

と
考
え
て
い
ま
す
。

　

ま
ず
は
見
学
か
ら
で
も
Ｏ
Ｋ
で
す
の
で
、奮
っ
て
ご
参
加
く
だ
さ
い
。

対　

象　
　

町
内
す
べ
て
の
小
学
生

日　

程　
　

毎
月
第
１
・
３
・
５
土
曜
日

　
　
　
　
　
（
今
後
の
開
催
予
定
日　

11
月
7
日
、11
月
21
日
、

　
　
　
　
　

 

12
月
5
日
、12
月
19
日
、1
月
16
日
、1
月
30
日
、

　
　
　
　
　

 

2
月
6
日
、2
月
20
日
）

時　

間　
　

午
前
９
時
～
11
時
35
分（
45
分
×
３
コ
マ
）

　
　
　
　
　

※
学
年
や
個
人
の
計
画
に
よ
り
、コ
マ
数
は
変
更
で
き
ま
す
。

場　

所　
　

押
原
小
学
校
児
童 

… 

役
場
別
棟
会
議
室

　
　
　
　
　

西
条
小
学
校
児
童 

… 

彩
の
広
場
管
理
棟

　
　
　
　
　

常
永
小
学
校
児
童 

… 

常
永
児
童
館

　
　
　
　
　

※
尚
、家
庭
の
都
合
で
別
会
場
を
希
望
す
る
場
合
は
、教
育
委
員
会
へ
ご
連
絡

　
　
　
　
　
　

く
だ
さ
い
。

指
導
者　
　

退
職
教
員
、大
学
生
、地
域
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア（
現
在
20
名
程
在
籍
）

学　

習　
　

補
習
を
中
心
と
し
、学
校
で
学
習
し
て
い
る
国
語
・
算
数
な
ど
に
自
主
学
習

と
し
て
取
り
組
み
ま
す
。各
自
で
必
要
な
教
材（
教
科
書
・
ド
リ
ル
等
）を
持

参
し
て
く
だ
さ
い
。

そ
の
他　
　

参
加
費
は
無
料
で
す
。申
し
込
む
場
合
は
登
録
が
必
要
で
す
の
で
、各
町
立
小

学
校
ま
た
は
昭
和
町
教
育
委
員
会
学
校
教
育
課
ま
で
お
申
し
込
み
く
だ
さ

い
。参
加
申
込
表（
チ
ラ
シ
）は
、各
町
立
小
学
校
を
通
じ
て
す
で
に
配
布
さ
れ

て
い
ま
す
が
、町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
も
掲
載
し
て
い
ま
す
の
で
ご
活
用
く
だ

さ
い
。（
町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ http://w

w
w
.tow

n.show
a.yam

anashi.jp/
guide/benri.php?id=500 

）

問
い
合
わ
せ　
　

昭
和
町
教
育
委
員
会 

学
校
教
育
課（
☎
２
７
５
‐
８
６
３
１
）

昭
和
町 

土
曜
学
習
塾「
ほ
た
る
學
舎
」 

ス
タ
ー
ト
！

問
い
合
わ
せ　
企
画
財
政
課　
危
機
管
理
係

（
☎
2
7
5
‐
８
１
５
４
）

緊
急
地
震
速
報
訓
練
に
伴
う

シ
ェ
イ
ク
ア
ウ
ト
訓
練
の
実
施
に
つ
い
て

　

11
月
５
日（
木
）午
前
10
時
頃
、国
に
お

い
て
、全
国
瞬
時
警
報
シ
ス
テ
ム（
Ｊ
ア
ラ
ー

ト
）の
訓
練
が
実
施
さ
れ
る
こ
と
に
伴
い
、町

内
の
防
災
行
政
用
無
線
か
ら
、緊
急
地
震
速

報
の
試
験
放
送
が
流
れ
ま
す
。

　

こ
の
試
験
放
送
は
国
の
発
信
す
る
情
報

を
防
災
行
政
用
無
線
を
用
い
て
住
民
へ
の
情

報
伝
達
が
で
き
る
か
を
確
認
す
る
た
め
の
も

の
で
す
。

　

緊
急
地
震
速
報
が
流
れ
て
か
ら
強
い
揺

れ
が
来
る
ま
で
の
時
間
は
ご
く
わ
ず
か
で
あ

り
、そ
の
短
い
間
に
、あ
わ
て
ず
に
身
を
守
る

な
ど
適
切
な
行
動
を
と
る
に
は
日
ご
ろ
か
ら

の
訓
練
が
大
切
に
な
り
ま
す
。

　

緊
急
地
震
速
報
訓
練
に
ご
理
解
を
い
た
だ

く
と
と
も
に
、本
試
験
放
送
に
合
わ
せ
て
、シ
ェ

イ
ク
ア
ウ
ト
訓
練
を
実
践
し
て
み
ま
し
ょ
う
。

　

◆
緊
急
地
震
速
報
放
送
日
時
◆

◎
11
月
５
日（
木
）　

午
前
10
時
頃

※
訓
練
が
中
止
と
な
る
場
合
は
お
知
ら
せ

し
ま
す

　

◆
放
送
内
容
◆

・
上
り
４
音
チ
ャ
イ
ム

・「
こ
ち
ら
は
防
災
し
ょ
う
わ
で
す
。只
今
か

ら
訓
練
放
送
を
行
い
ま
す
。」

・「（
緊
急
地
震
速
報
チ
ャ
イ
ム
音
）緊
急
地

震
速
報
。大
地
震
で
す
。大
地
震
で
す
。

こ
れ
は
訓
練
放
送
で
す
。」×
３

・「
こ
ち
ら
は
防
災
し
ょ
う
わ
で
す
。こ
れ
で

訓
練
放
送
を
終
わ
り
ま
す
。」

・
下
り
４
音
チ
ャ
イ
ム

■ 
シ
ェ
イ
ク
ア
ウ
ト
訓
練
と
は
…

「
①
ま
ず
ひ
く
く
」「
②
あ
た
ま
を
ま
も
り
」

「
③
う
ご
か
な
い
」と
い
う
３
つ
の
動
き
を

身
に
着
け
、地
震
の
揺
れ
か
ら
自
分
の
命
を

守
る
た
め
の
行
動
訓
練
で
す
。緊
急
地
震
速

報
の
訓
練
放
送
に
合
わ
せ
て
、各
自
で
シ
ェ
イ

ク
ア
ウ
ト
訓
練
を
行
い
ま
し
ょ
う
。

   

［
提
供
：
効
果
的
な
防
災
訓
練
と
防
災
啓
発
提
唱
会
議
］

※
図
は
室
内
の
例
で
す
。屋
外
で
は
、建
物
や
木
、電
柱
や
電

線
か
ら
離
れ
た
場
所
で
①
～
③
を
実
践
し
ま
し
ょ
う
。

①

②

③

　現在、感染症予防のために外出を控えている中で、活動量が減っていないでしょうか？
　地域包括支援センターでは、家に閉じこもり気味になり「筋力が低下した」「もの忘れが進んだ
気がする」といった相談が増加しています。長引く自粛生活でも毎日を健やかに過ごすためには、 
介護予防を意識して生活に取り入れることが大切です。例えば…

・人混みを避け、散歩や運動をする
・「いきいき百歳体操」に参加する
　→ 感染対策を実施し、活動を再開しているグループが増えています。
・ＴＶやＷ e b を活用し、家で介護予防に取り組む
　→ 厚労省特設Ｗｅｂサイト「地域がいきいき 集まろう！集いの場」　https://kayoinoba.mhlw.go.jp
　　 山梨県ホームページ「フレイル予防」　https://www.pref.yamanashi.jp/chouju/frail.html

　今後、感染を気にせず外出できるようになった時に、自分のやりたい
ことが支障なくできるよう、日頃から介護予防に取り組みましょう。

　　　問い合わせ
　　　福祉介護課　介護保険係（☎２７５- ８７８４）

コロナ禍だからこそ、
　　介護予防に取り組みましょう !! 

令
和
３
年 

経
済
セ
ン
サ
ス 

活
動
調
査
の

統
計
調
査
員
を
募
集
し
ま
す

　

総
務
省
及
び
経
済
産
業
省
で
は
、令
和
３
年
６
月
１
日
現
在
で
、全
国
の
す
べ
て
の
事
業

所
・
企
業
を
対
象
に「
令
和
３
年
経
済
セ
ン
サ
ス 

活
動
調
査
」を
実
施
し
ま
す
。こ
れ
に
あ

た
り
、町
で
は
、統
計
調
査
員
と
し
て
調
査
業
務
を
行
っ
て
い
た
だ
け
る
方
を
募
集
し
ま

す
。町
や
指
導
員
の
サ
ポ
ー
ト
の
他
、調
査
員
専
用
の
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
が
あ
り
ま
す
の

で
、未
経
験
の
方
も
ぜ
ひ
ご
応
募
く
だ
さ
い
。

応
募
資
格　
　

原
則
20
歳
以
上
の
方

業
務
期
間　
　

令
和
３
年
５
月
か
ら
６
月

業
務
内
容　
　

① 

調
査
説
明
会
に
参
加
し
調
査
に
つ
い
て
の
説
明
を
聞
い
て
、調
査
の
方

　
　
　
　
　
　　
法
や
調
査
内
容
等
を
理
解
し
ま
す
。

　
　
　
　
　
　

② 

担
当
す
る
区
域
の
地
図
を
受
け
取
り
、担
当
区
域
内
の
調
査
対
象
事
業

　
　
　
　
　
　　
所
を
把
握
し
ま
す
。

　
　
　
　
　
　

③ 

調
査
対
象
事
業
所
を
訪
問
し
、「
調
査
に
つ
い
て
の
お
知
ら
せ
」（
リ
ー

　
　
　
　
　
　　
フ
レ
ッ
ト
）等
を
配
布
し
ま
す
。

　
　
　
　
　
　

④ 

調
査
対
象
事
業
所
を
訪
問
し
、調
査
票
等
を
配
布
し
て
、回
答
を
依
頼

　
　
　
　
　
　　
し
ま
す
。

　
　
　
　
　
　

⑤ 

約
束
し
た
日
時
に
事
業
所
を
訪
問
し
、調
査
票
を
回
収
し
ま
す
。ま
た
、

　
　
　
　
　
　　
回
収
し
た
調
査
票
の
記
入
内
容
を
検
査
し
ま
す
。

　
　
　
　
　
　

⑥　
調
査
書
類
・
用
品
を
決
め
ら
れ
た
期
日
ま
で
に
市
町
村
に
提
出
し
ま
す
。

そ　
の　
他　
　

薄
謝
で
は
あ
り
ま
す
が
、報
酬
も
支
給
さ
れ
ま
す
。

問
い
合
わ
せ　
　

企
画
財
政
課　

企
画
情
報
係（
☎
２
７
５
‐
８
１
５
４
）

自分に合った方法で
体を動かしましょう！
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やまなしデータdeヘルス事業
参加者募集のお知らせ

　やまなしデータdeヘルス事業とは、国民健康保険加入者の生活習慣病や慢性疾患の発症・重症化予防を図り、その結
果として国民健康保険の医療費の増大を抑制するため、DeSCヘルスケア株式会社が開発・運営するスマートフォンア
プリ「kencom」を活用した健康支援事業です。
　山梨県では、市町村国保加入者の健康づくりを推進するため、アプリで健康
づくりを行うやまなしデータdeヘルス事業の参加者を募集しています。

山 梨 県
か ら の
お知らせ

山梨県にお住まいの国民健康保険加入者※（19歳～ 74歳）
※一部除外地域あり。詳しくは山梨県のホームページをご覧ください。
山梨県HP　https://www.pref.yamanashi.jp/kokuho/datadehealth.html

専用アプリ kencom の
ダウンロードはこちらから

対象者

専用アプリ kencom に登録すると、
先着 5,555名 様に 500円 分の
クオ・カード ペイをプレゼント！

問い合わせ・提出先
新しい生活様式推進機器購入等支援事業事務局　　〒400-0031　甲府市丸の内 2-16-1-6F
☎ 237-6600　 メール yamanashigz@gmail.com　 ホームページ https://yamanashigz-sien.com/

新型コロナウイルス感染症拡大防止に取り組む事業者の方へ 

やまなしグリーン ・ ゾーン構想
～ 新しい生活様式推進機器購入支援金のお知らせ ～

▲ 支援対象者・支援額　事業者によって申請できるタイプが２つに分かれます ▲

タイプ1　中規模以下の事業者

県内において、消費者との間で日常的に決済を行う事業者

　30万円 1店舗・施設あたり、対象経費の全額
（申請下限5万円）

上
限

タイプ2　宿泊事業者

県内において、旅館業法における宿泊施設を営む事業者

　　　　　300万円 1施設あたり、
対象経費の3/4

上
限

 対象事業者
飲食店、宿泊業、小売業、道路旅客運送業、教育・学習支援業、生活関連サービス業、娯楽業等
 主な対象備品・消耗品
備　品 … キャッシュレス決済の環境整備、発熱確認、減菌、手洗い、換気、接触防止などに要する「バ ーコードリーダー」「熱感知カメラ」
　　　　  「非接触型体温計」「空気清浄機」など
消耗品 … 減菌、手洗、接触防止などに要する「消毒液」「ペーパータオル」「フェイスシールド」「行列回避のための足元シール」など
 申請方法
オンライン申請のほか、申請書をダウンロードして必要事項を入力の上、PDF等により電子化した添付書類とともにメール又は郵送
で提出してください。

※その他詳細についてはホームページをご確認ください。

キャッシュレス決済環境整備、備品・消耗品の購入に対しての支援です。
※対象は令和2年4月20日以降に購入したもので、申請期限は令和3年2月末日です。設備改修は対象になりません。

　県では、昭和町を含む甲府盆地７都市計画区域の今後の都市計画の方針を示した「都市計画区域
マスタープラン」（原案）を取りまとめました。
　この計画に県民の皆様のご意見を反映させていただくため、原案を縦覧し、公聴会を開催します。
また、下記のとおり説明資料（音声付き）を県ホームページに掲載します。

説明資料掲載等
日　　時：令和２年11月12日（木）～
公表場所：山梨県ホームページ（https://www.pref.yamanashi.jp/toshikei/index.html）
配布場所：山梨県県土整備部都市計画課のほか、中北建設事務所・昭和町の都市整備課
意見等提出期間：令和２年11月12日（木）～ 令和２年11月26日（木）
提出・問い合わせ先：山梨県県土整備部都市計画課
　　　　　　　　　　☎ 055‐223‐1716　　FAX 055‐223‐1724
　　　　　　　　　　Eメール toshikei@pref.yamanashi.lg.jp

原案の縦覧
縦覧期間：令和２年11月12日（木）～ 令和２年11月26日（木）
　　　　　午前８時30分 ～ 午後５時15分（土日祝日を除く）
縦覧場所：山梨県県土整備部都市計画課のほか、中北建設事務所・昭和町の都市整備課
　　　　　※県ホームページにおいてもご覧いただけます。

公　聴　会
日時・場所：令和２年12月14日（月）午後７時～
　　　　　　山梨県防災新館オープンスクエア（甲府市丸の内1‐6‐1）
　　　　　　※公聴会については、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、人数の制限を　
　　　　　　　行う場合がありますので、ご了承ください。
　　　　　　※意見書の提出がない場合、公聴会は開催しません。（県ホームページでお知らせ　
　　　　　　　します。）

公述の申し出
公聴会で当事案について意見を述べることを希望される場合は、公述の申し出が必要です。
対　　象：甲府都市計画区域の住民及び利害関係人
提出方法：意見の要旨、住所及び氏名を記載した書面を持参、又は郵送にて提出して下さい。
提出期間：令和２年11月12日（木）～ 令和２年11月26日（木）（消印有効）
提　出　先：山梨県中北建設事務所都市整備課
　　　　　〒400‐0065 甲府市貢川二丁目１‐８　　☎ 055‐224‐1671

問い合わせ
山梨県県土整備部都市計画課
☎ 055‐223‐1716　　FAX 055‐223‐1724　　Eメール toshikei@pref.yamanashi.lg.jp

「甲府盆地７都市計画区域マスタープラン」
説明資料掲載・縦覧・公聴会について

13   広報昭和 No.517 広報昭和 令和２年 11 月号   12


